
DX推進・AI利活用による企業価値向上に向けて
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商務情報政策局 情報技術利用促進課



⚫ DXはデジタルを活用して企業や組織の変革を通じた成長を目指すこと。

⚫ 身の回りの業務のデジタル化から始め、段階的にデジタル活用を進めることで、より大きな効
果が期待できる。

1

DX（デジタルトランスフォーメーション）とは何か

デジタル活用の段階

①デジタル化未着手 ②デジタイゼーション ③デジタライゼーション ④DX

アナログ DXの実現デジタル化の実現

取組
例

➢ FAX（紙）や電話での
受発注

➢ 出勤簿にハンコ

➢ FAXから電子メールに
切り替え

➢ 在庫情報システムによる在
庫量・発注量の管理

➢ 顧客管理システムによる効
率的な営業活動の促進

➢ デジタル技術・データの
利活用による販路拡大や
新商品の開発

効果

アナログ業務が中心で
業務標準化・効率化が
できていない。

事務負担軽減・
コスト削減の効果が
少しずつ発生。

事務負担軽減・
コスト削減を実現し、
新たな価値の創出に着手。

ビジネスモデルの変革や
競争力強化による
企業価値向上を実現。
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全社的にDXに取り組んでいる 一部の部門でDXに取り組んでいる 部署ごとにDXに取り組んでいる

取り組んでいない 創業からデジタル事業をメインにしている 分からない

2

DXに取り組む企業は着実に増加している

DXの取組状況（経年変化）

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向調査2025（本文）」を基に経済産業省にて作成
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DXの取組成果が出ていない

DXの取組成果（経年比較・国別）

（注）DXへの取組の設問で「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でDXに取組んでいる」を選択した企業が対象
出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向調査2025（本文）」を基に経済産業省にて作成
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DXの成果が出ている企業は
経営者・IT部門・業務部門が協調できている

経営者・IT部門・業務部門の協調とDXの成果の関係

注：DXへの取組の設問で「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でDXに取組んでいる」を選択した企業が対象
出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向調査2025（本文）」を基に経済産業省にて作成。
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DXに取り組む中小企業は企業価値を高めている

－500 0 500 1,000 -10% 0% 10% 20%

（千円/人）
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+13.8%

+2.8%

ΔLP=-48

ΔLP=-39

-2.9%

-5.9%

労働生産性の変化 売上高の変化

段階4
DX

段階３
デジタライ
ゼーション

段階２
デジタイ

ゼーション

段階１
未着手

注：⊿LP＝労働⽣産性の変化
労働⽣産性=（営業利益+⼈件費+減価償却費+賃借料+租税公課）／従業員数
労働⽣産性の変化及び売上⾼の変化率はそれぞれ中央値を集計

出典：東京商⼯リサーチ「令和3年度中⼩企業の経営戦略及びデジタル化の動向に関する調査に係る委託事業 報告書」（2022年3⽉）を基に作成
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企業のDX推進施策の全体像

支援機関を通
じたDX推進

DX支援
ガイダンス

DX先進企業

DXに取り組んでいる企業

これからDXに取り組む企業

中堅・中小企業等 大企業（上場企業）

累計83者
（2022～2025）

DX推進指標（対象：全事業者）

DX推進指標（対象：全事業者）
累計9,978件（令和7年11月時点）大企業1,554件、中小企業8,424件

中堅・中小企業等向けDX推進の手引き

DX認定（対象：全事業者）
累計1,684者選定（令和7年11月時点）

デジタル化支援施策

“デジタルガバナンス・コード3.0～DX経営による企業価値向上に向けて～”
✓ 経営者が企業価値を向上させるために実践すべき事柄を取りまとめたもの

プラチナ企業：累計6者
銘柄企業：累計320者
注目企業：累計178者
（2015～2025）

DX戦略の策定2 DX戦略の推進3
成果指標の設定・
DX戦略の見直し

4
ステークホルダー

との対話
5

経営ビジョン・
ビジネスモデルの策定

1



デジタルガバナンス・コード3.0の全体像
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⚫ 経営者がDXによる企業価値向上の推進のために実践することに必要な事項をとりまとめ。
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DX推進指標

⚫ 経営・ITの両面でDXの取組状況をチェックできる自己診断指標。また、全国・業界内での位

置づけの確認やDXの先行企業との比較ができる「ベンチマーク」を無償で提供。

帳票2b-1

業種 6. 製造業(機器) 集計対象企業数 66 件 回答内訳

売上規模別 従業員規模数別

サマリ

定性指標 成熟度別回答分布

現在

業種順位 9 (位) 平均成熟度 1.5 DX推進の枠組み （平均成熟度 1.39 ）

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 危機感共有 1.7 1 事業部門の⼈材 1.1

2 トップのコミット 1.7 2 投資・予算配分 1.2

3 外部連携 1.7 2 バリューチェーンワイド 1.2

ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 1.65 ）

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘﾃｨ 2.3 1 スピード・アジリティ 1.3

2 IT資産の分析・評価1.9 2 廃棄 1.4

3 ITロードマップ 1.9 2 競争領域の特定 1.4 定量指標

回答件数が多い指標

目標 回答件数 回答割合

決算処理スピード 27 41%

業種順位 7 (位) 平均成熟度 3.2 DX推進の枠組み （平均成熟度 3.13 ） フォーキャストサイクルタイム 26 39%

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 業務プロセスのデジタル化率 26 39%

1 危機感共有 3.5 1 バリューチェーンワイド 2.9 データ鮮度 26 39%

2 トップのコミット 3.4 2 投資・予算配分 3.0 Cash Conversion Cycle 25 38%

3 事業への落とし込み3.3 3 評価制度 3.0

その他使われている指標

ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 3.29 ） 各社・事業部のIT機能重複率

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 対売上⾼IT投資比率

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘﾃｨ 3.8 1 競争領域の特定 3.0 ⽣産ラインのIoT化比率

2 IT資産の分析・評価3.6 2 スピード・アジリティ 3.0 MAU (Monthly Active Users)

3 データ活用の⼈材連携3.5 3 廃棄 3.2 顧客ID登録数
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ITシステムに
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IT資産の

分析・評価

IT資産の仕分けと

プランニング

ガバナンス・体制
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経営トップの

コミットメント

マインドセット・

企業文化

推進・

サポート体制

⼈材育成・確保

事業への

落とし込み

ビジョン実現の

基盤構築

ITシステムに

必要な要素

IT資産の

分析・評価

IT資産の仕分けと

プランニング

ガバナンス・体制

作成中

次年度の事業計画立案に活用

DX推進指標の活用方法 ベンチマークの活用イメージ

認
識
共
有

ア
ク
シ
ョ
ン

進
捗
の
把
握

✓DX推進指標に回答するため、経営者や各部門などの
関係者が集まって議論し、関係者の間での認識の共
有を図り、今後の方向性の議論を活性化

✓自社の現状や課題の認識を共有した上で、あるべき
姿を目指すために次に何をするべきか、アクション
について議論し、実際のアクションにつなげる

✓毎年診断を行ってアクションの達成度合いを継続的
に評価することにより、DXを推進する取組の経年変
化を把握し、自社のDXの取組の進捗を管理

自社はDXできている？できてない？

DXの推進に向けて何をしたらよいの？

去年に比べて自社のDXは進んだ？
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DX認定制度

⚫ 「情報処理の促進に関する法律」第28条に基づき、企業がデジタルによって自らのビジネス

を変革するためのビジョン・戦略・体制等が整った事業者を認定。

⚫ 2020年12月以降、1,684者認定済（2025年11月時点）。

✓企業の規模や業種を問わず、全ての事業者が対象

✓認定事業者をオンラインで公表、認定事業者の取組の検索が可能

認定事業者

＜審査・問合せ＞

DX認定制度事務局

審査結果

結果通知

＜認定＞

認定申請

結果通知

問合せ

申請～認定の流れ DX認定を取得したことによるメリット

67.1%

59.1%

53.3%

47.6%

45.8%

DX戦略の推進

顧客に対する企業イメージ向上

DX認定制度ロゴマークの使用

人材確保に向けた企業イメー…

経営ビジョンの推進
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DX銘柄

⚫ 経産省・東京証券取引所・IPAが共同で、企業価値の向上につながるDX推進体制を構築し、

優れたデジタル活用の実績が表れている企業を、業種ごとに毎年選定。

⚫ 日本のDXのベストプラクティスを広く波及し、経営者のDXに向けた意識変革を促す。

また、投資家等ステークホルダーにも広く知らせることで、企業DXの更なる促進を図る。 

「DX銘柄2025」選定プロセス

19社

対象企業：上場企業約3,800社

銘柄への応募 (「DX調査」への回答)

※2022～は、「DX認定を取得していること」が要件

一次審査
（選択項目のスコアによる足切り）

二次審査
（記述項目を基に評価委員会で議論）

DX銘柄 DX注目企業

311社

※中でも優れた企業を
「DXグランプリ」として選定（2社）

31社

伊藤 邦雄 一橋大学CFO教育研究センター長・一橋大学名誉教授

井口 譲二  ニッセイアセットマネジメント株式会社 執行役員
 チーフ・コーポレート・ガバナンス・オフィサー

内山 悟志 株式会社アイ・ティ・アール 会長 エグゼクティブ・アナリスト
越智 義和 株式会社ファイブ・シーズ 取締役会長
片倉 正美 EY新日本有限責任監査法人 理事長
川津 篤子  デロイトトーマツリスクアドバイザリー合同会社 パートナー
山藤 昌志 株式会社三菱総合研究所 主席研究員
田口 潤 株式会社インプレス 編集主幹
角田 仁 デジタル人材育成学会 会長
寺沢 徹 アセットマネジメントOne株式会社 運用本部 エグゼクティブESGアドバイザー
三谷 慶一郎 株式会社NTTデータ経営研究所 主席研究員エグゼクティブ・コンサルタント

〈委員長〉

〈委員〉

「DX銘柄2025」評価委員会
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DXセレクション
⚫ デジタルガバナンス・コードに沿った取組を通じてDXで成果を残し、中堅・中小企業等のモデ

ルケースとなる優良事例を選定。

⚫ 優良事例として地域内や業種内で横展開されており、中堅・中小企業等のDX推進及び各地域で
の取組の活性化につながっている。

グランプリ

企業名 所在地

株式会社近藤商会 北海道

株式会社ヒバラコーポレーション 茨城県

株式会社コプロス 山口県

準グランプリ

優良事例

企業名 所在地

株式会社後藤組 山形県

企業名 所在地

有限会社道環 北海道

株式会社クリーンシステム 山形県

株式会社メコム 山形県

株式会社ヒカリシステム 千葉県

株式会社トーシンパートナーズ
ホールディングス

東京都

株式会社池田組 富山県

株式会社樋口製作所 岐阜県

内藤建設株式会社 岐阜県

株式会社eWeLL 大阪府

株式会社モリエン 兵庫県

株式会社白海 福岡県

DXセレクション2025 企業一覧
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「DX銘柄2026」「DXセレクション2026」について

募集対象 東証証券取引所の国内上場企業

募集期間
2025年12月1日（月）から
2025年12月22日（月）18時00分まで

応募方法
（WEB受

付）

調査項目（選択式と記述式）に回答してい
ただきます。
回答は「DX推進ポータル」から提出してい
ただきます。

DX推進ポータル：
https://dx-portal.ipa.go.jp

募集対象 全国の中堅・中小企業等

募集期間
2025年12月１日（月）から
2025年12月22日（月） 18時00分まで

応募方法
（WEB受

付）

応募は「DX推進ポータル」にて受け付けま
す。
応募様式に必要事項を記載後、「DX推進
ポータル」に応募様式をアップロードし、
ご提出ください。

DX推進ポータル：
https://dx-portal.ipa.go.jp

DX銘柄2026 DXセレクション2026

https://dx-portal.ipa.go.jp/
https://dx-portal.ipa.go.jp/


DX支援ガイダンス
⚫ 人材・情報・資金が不足している中堅・中小企業等は独力でDXを推進することは難しく、地域

の伴走役たる支援機関によるDX支援という「新たなアプローチ」を追求することが有効。

⚫ 支援機関が中堅・中小企業等に対してDX支援を実施する際に考慮すべき事項について解説した、
「DX支援ガイダンス」を2024年3月に策定。

DX支援の考え方・方法論
（第3章）

➢ 身近なデジタル化から成功体験の繰り返しが、最終的にDXを成功させる上でも有益

➢ 企業の成長を見守る「主治医」として、地域金融機関、地域ITベンダー、地域のコンサ
ルタントの主体的取組に期待

➢ DX支援は中長期的な金銭的・非金銭的な「利益」が生まれる取組

➢ 企業経営の負担となっている間接業務は、BPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシン
グ）のような共通化・標準化のアプローチを積極的に追求

支援機関同士の
連携

（第4章）

➢ 支援先の課題の多様化・複雑化に対応するため支援機関同士の「連携」により、「強
み・弱みの相互補完」、「情報共有」を実現

➢ 「主治医」としての役割が期待される支援機関が主体性をもって能動的に連携を追求

DX支援人材の在り方
（第5章）

➢ DX支援人材には、変革を導くための「スキル」と土台となる「マインド」が重要

➢ 人材育成は座学やケーススタディ・実践・フィールドワークの提供に加え、DX支援の評
価制度やインセンティブ設計が重要

DX支援ガイダンスの概要
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⚫ 中堅・中小企業等のDX推進には支援機関が持つ外部の力の活用が有効。支援機関側からすれば、
取引先企業のDX支援が支援機関自身の価値向上につながる新たなビジネス機会となる。

⚫ DX支援と企業成長による幅広い「利益」が地域全体に還元され、地域経済が持続的に発展する
「好循環」を生む。

14

支援機関を通じたDX推進の重要性

➢ 支援機関が持つ外部の力の活用したDXの実現
➢ 企業としての業務改善、新規ビジネスの創出

➢ 取引先企業のDXを支援
➢ 支援機関としての取引先との関係強化、新規ビジネスの創出

支援機関中堅・中小企業等

DX支援による
価値向上の好循環

DX支援による好循環

地域経済の持続的発展

独力でのDXは
難しい



⚫ DX支援の支援機関は「企業のDXの取組を支援する組織・個人」を広く指す。

⚫ 特に、中堅・中小企業等の成長を見守り続ける「主治医」として、地域金融機関、地域ITベン
ダー、地域のコンサルタントがDX支援に主体的かつ能動的に取り組むことが期待される。

⚫ 他の支援機関と連携し、協働でDX支援に取り組むことが必要。

15

DX支援機関として期待されるプレイヤー

SaaSツール事業者

大手ITベンダー

公益財団法人、一般社団法人、地方公共団体

商工会、商工会議所、中央会

士業（税理士、公認会計士、社会保険労務士、
情報処理安全確保支援士 等）

大学、教育機関

業界団体

地域金融機関
地方銀行
第二地方銀行
信用金庫・信用組合 など

地域ITベンダー

地域のコンサルタント
ITコーディネータ
中小企業診断士 など

「主治医」として役割が期待される支援機関

※中堅・中小企業等と日常的に対話し、成長を
見守り続ける存在



⚫ まずは、身近なデジタル化から取り組むことや、成功体験を繰り返すことが、DXを成功させる
上でも重要。

⚫ DXを段階的に実現し、「本業」に経営資源を集中させることが、DXによる企業価値の向上を
目指す上で重要。

16

DX支援はどのように行うのか

身近な成功体験の創出

成功体験デジタルツール導入

繰り返し

➢ 初期段階で成功体験を蓄積し、デジタルに慣れることが重要 ➢ デジタル化とDXは連続的で、事業環境の変化に対応して経営
を変革していく息の長いプロセス。

➢ 取引先に伴走し、中長期的に成長を見守り続けることにDX支
援の意義がある。

➢ 「本業」に経営資源を集中させる、という観点を持って支援
に臨むことが重要。

段階を踏んだDX支援

支援機関 中堅・中小企業等

中長期的な伴走支援へ

支援機関 中堅・中小企業等

DX支援を実施



⚫ 支援先の課題の多様化・複雑化に対応するため、支援機関同士の「連携」が重要。

⚫ 連携を通じて「強み・弱みの相互補完」「ネットワーク内での情報共有」を実現できる。

17

支援機関同士の連携の重要性

連携のイメージ

大学・教育機関

地域金融機関

公益財団法人・
地方公共団体等

コンサルタント

商工会・商工会議所・
中央会

ITベンダー

SaaSツール
事業者

士業

支援機関同士が

相互に有機的に連携

主治医としての役割が期待される支援機関：連携の中心

⚫ 自組織が持つ専門領域・リソース・ネットワークを再確認し、
自組織の強み・弱みを把握

＜例＞
地域金融機関 ：企業の恒常的な経営課題等把握

コンサルタント：デジタルに特化した地域企業の課題解決

⚫ 適切なルールを設定した上で事例・ノウハウの共有

⚫ 定期的な情報共有の場、事例・気づきのシェアの場の構築及
び活用

強み・弱みの相互補完

ネットワーク内での情報共有

課題把握・解決において補完しあう



デジタル田園都市国家構想：デジタル人材の育成目標
⚫ 政府全体で2022年度から2026年度までに230万人育成目標を掲げ、関係省庁で取組を実施

⚫ 2023年度は目標の約35万人に対し、約51万人を育成

【文部科学省】
• 数理・データサイ

エンス・AI教育プ
ログラム認定制度

【経済産業省】
• デジタルスキル標準
• デジタル人材育成プラットフォーム
• 情報処理技術者試験
• DX認定

【厚生労働省】
• 教育訓練給付制度（個人向け）
• 人材開発支援助成金（企業向け）
• 公的職業訓練

25 

35 

48 62 
68 

0

50

2022 2023 2024 2025 2026

2023年度
実績

33

2022年度実績

51

新社会人（年100万人） 現役社会人（6,800万人）

デジタル推進人材
2022年度から2026年度の5年間で230万人育成

ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト

ソフトウェア
エンジニア

デザイナー
サイバー

セキュリティ

民間企業等
が独自に取
り組む
人材育成

+

（各年度の人材育成目標と実績）

44

2024年度
上半期実績
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⚫ DX・AI時代に必要な人材像をデジタルスキル標準（DSS）として整理。

⚫ ①市場に提供される人材育成プログラムやスキル評価サービスがDSSに準拠し、②大手中心
にDSSに基づく社内人材育成が加速。（例：トヨタ、ホンダ、イオン、味の素、旭化成等）

⚫ ビジネスパーソン一人ひとりがDXに参画し、その成果を仕事や生活で役
立てる上で必要となるマインド・スタンスや知識・スキル（Why、What、
How）を定義し、それらの行動例や学習項目例を提示

⚫ DX推進に主に必要な５つの人材類型、各類型間の連携、役割（ロール）、必
要なスキルと重要度を定義し、各スキルの学習項目例を提示

社会、顧客・ユーザー、
競争環境の変化

Why
DXの背景

ビジネスの場で活用さ
れているデータやデジ
タル技術

What
DXで活用される

データ・技術

データやデジタル技術
の利用方法、活用事例、
留意点

How
データ・技術

の利活用

社会変化の中で新たな価値を生み出すために必要な意識・姿勢・行動

マインド・スタンス

データやデジタル
技術を活用した

製品・サービスや
業務などの変革

ビジネスアーキテクト

デザイナー データ
サイエンティスト

ソフトウェア
エンジニア

サイバー
セキュリティ

全てのビジネスパーソン（経営層含む）

全てのビジネスパーソンが身につけるべき知識・スキルを定義

<DXリテラシー標準>

DXを推進する人材

<DX推進スキル標準>

DXを推進する人材類型の役割や習得すべきスキルを定義

19

デジタルスキル標準（DSS）
（令和４年12月策定、令和5年8月・令和6年7月生成AI対応）



デジタル
スキル標準

学習コンテンツ提供事業者

等

学習 修了証

利用者（個人・企業）
目指したい人材像に向けて、デジタル
スキル標準ベースで整理された学習コンテ
ンツを使い、学習や社内教育を行う

学習コンテンツ
ビジネスアーキテクト

ソフトウェアエンジニア

データサイエンティストデザイナー

サイバーセキュリティ

講座
検索

DXリテラシー

オンライン教育ポータルサイト「マナビDX（デラックス）」

約260社
約740講座

コンテンツ
掲載

⚫ 経産省・IPAが立ち上げたオンライン教育ポータルサイト。民間講座の内容を審査した上で、スキル標準（スキル・レベ

ル）に紐付け、一元的に提示。約260社、約740講座。

⚫ 一定レベル以上の認定講座について、厚生労働省が定める要件を満たした場合は、専門実践教育訓練給付（個人向け）、

人材開発支援助成金（企業向け）の対象となる。

20



⚫ 個人のデジタルスキル情報の蓄積・可視化によりデジタル技術の継続的な学びを実現するとと
もに、スキル情報を広く労働市場で活用するための仕組みを検討。

デジタル人材育成・DX推進プラットフォーム（仮称）

【個人】 スキル情報の蓄積・可視化を通じた
継続的な学びと目的をもったキャリア形成

【企業】 デジタルスキル標準に基づ
く人材育成・人材の確保

【研修事業者】 デジタルスキル標準に
基づくリスキリング支援・市場の拡大

（IPA）デジタル人材育成・DX推進プラットフォーム（仮称）
✓ スキル情報の蓄積・可視化を可能とする個人向けアカウントの立ち上げ
✓ デジタルスキル標準の活用推進
✓ 情報処理技術者試験、リスキリングで得たスキル情報の蓄積と証明
✓ スキル情報の分析と共有を通じたリスキリング機会の拡大

情報登録
教育・試験

DX支援サービスDX認定申請・活動報告スキルトレンド講座申請・活動報告

スキルが
労働市場の
「共通言語」
となる世界

21



あらゆる業務・価値創出が「情報処理」によって生まれる
生成AI = データから「情報処理」の仕方を自動生成

22



日本では生成AIの利活用が進んでおらず、投資も停滞
使われていても、多くの場合は収益につながっていない

23



ロボット×AIの融合も進もうとしている

（出典）Mckinsey & Company (June 30, 2025)  “Will embodied AI Create robotic coworkers?”
（注）ベースシナリオでは、中国におけるロボット導入が一定の速度で進むことを想定。この導入促進要因としては、中国政府のロボット導入補助金、導入ロボットの普及拡大（新市

場や新しい作業用途の拡大を含む）、一般的なハードウェアの学習曲線に伴うユニットコストの低下（欧米では1台あたり4万ドル、中国では3万ドル）、および機能の開発サイクル
（3～4年）が挙げられる // 1ドル＝150円換算 24



⚫ 世界約1.3億haの農地で、自律走行トラクターや農薬・肥料散布AIシステムを展開
✓ トラクター搭載カメラとAIで障害物検知や作業判断を自動化
✓ 雑草をリアルタイムに判別し除草

⚫ 走行軌跡、衛星データ、圃場マップ、機械の状態等のビッグデータを管理し、AI学
習、精度向上

世界におけるAIの活用事例（１／２）

⚫ 組立ラインに設置されたカメラとAIで作
業動作をモニタリング
✓ 組立の進捗記録を自動化
✓ 部品の取り付けが正確かAIで品質検証

⚫ 作業工数や品質不良の削減によって製造
コスト全体を圧縮

⚫ AIチャットボットの導入により、社員問合せの自己解決率を40%向上
⚫ 年間80億件・1.2兆ドル規模のクレジット取引を、AIでリアルタイム審査、不

正検知
⚫ 顧客の購買履歴と旅先の店舗情報から最適な旅行プランを提案

＜農業＞

＜製造業＞

＜サービス業＞

25



消費者の声の収集と伝達 各商品のフィードバックに対して
関連性の分析を実行

商品レベルのコメント デザイン言語

消費者の声をデザイン言語に
翻訳し、デザイナーに連携

製造言語

メーカーが実行可能な指示に
変換し、サプライヤーに連携

消費者コメント

デザイナー消費者 AIシステム サプライヤー

サイズ 収縮問題

生地の裂け目バージョン違い

...
ジッパーが
低すぎる

データベースのNo.###ファブリッ
クを使用

生地の裁断前に2回の
洗濯収縮テストを加える

デザイン言語

お客様の声 生地収縮の問題

5%の洗濯収縮率の
スーツの生地に変更

商品データベースに

オリジナル生地を 
"易収縮性" とマーク

SKU番号

XXは大きすぎる

XXの生地が分裂している

黒いスーツ、縮みの問題がある

...

世界におけるAIの活用事例（２／２）

⚫ AIを使ってサプライチェーン管理プロセス全体を自動化し、商品改善サイクルを
超高速化
✓ 顧客のコメントをシンプルで実用的な指示に変換し、サプライヤーに自動配信

＜小売業＞
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情報技術の発展

技術がニーズを
満たせていない状態

ニーズ･発想が技術に
追いついていない状態

1960年代
汎用機の

時代

1970年代
オフコンの

時代

1980年代
パソコンの

時代

1990年代
インターネットの

時代

第１の波 第２の波 第３の波 第４の波

2020年代～
DX・AIの

時代

第５の波

2010年代
クラウドの

時代

第６の波

2000年代
モバイルの

時代

第７の波

求めるレベル

時間

技術レベル

27



「人」と「AI」の関係整理

～AI導入フェーズ

既存業務を効率化するためにAIを一部補助
的に活用するビジネスモデル

• AIは業務効率や支援に使われるが価値
創造の中核業務はになっていない

• デジタル強化の延長として活用される
段階

主な特徴

人を中心に構築さ
れたコアプロセス

補完するもの
AIを含むデジタル

ツール

AI拡大フェーズ

AIを組み込んだプロセス設計が進み、価値
創出に向けて人をAIが補完する "共創型" 
ビジネスモデル

• AIエージェントが業務プロセスの中に
入り始める

• 人がAIエージェントが業務をを分担し
協働

主な特徴

AIエージェントと人が業務を分担

AI駆動フェーズ

AIを企業活動の中核に据え、業務プロセ
ス・組織構造・意思決定・提供価値がAI
を前提に設計されている "AI駆動型" のビ
ジネスモデル

• 意思決定や業務がAIを前提に設計され
ている

• 組織構造・人材配置・インフラもAI起
点で再構築済み

主な特徴

AIエージェントを
中心に構築された

コアプロセス

補完するのは人

28



現
場
か
ら
デ
ー
タ
を
取
得
・
保
管

センサーログ
動作ログ

AI基盤モデル向け
加工データ

特徴量

パラメータ
（重み付け）

• 単位、形式を適切に変換

• データをカテゴライズ

• 数値の正規化

• データの取捨選択 等
（相関が高いデータ、情
報量の低いデータ、機微
なデータの削除など）

• アノテーション

前処理

テーブルデータ
（RDBMS、各データの形式は統一）

• AIモデル※の学習成果とし
て、パラメータを抽出して
基盤モデルへ提供

※ 基盤モデルに基づく自前のAIモデル
を用意していることが前提

（学習後）パラメータ化

• 紙面等のデジタル化、ク
レンジング

• 内容に基づきタグ付け、
階層化等を行いデータを
整理（製造日、製造番号、製

造場所等）

• 各データ間の関係性をも
とに整理

• 各データに宛先（所在）
を付与

データの整理• 形式や関係性がバラバラの
まま存在しているデータ

• 形式や関係性が整理されたデータ

• 意味を付与することで、さらに価
値あるデータとすることも可能

・・・

生産ライン
データ

保守デー
タ

設計デー
タ

動作ログ
センサロ

グ

保全記録

配管/配線図

グラフデータ
（NoSQL、

各データの形式には自由度あり）

現場の生データ
（非構造化データ）

マシンリーダブルなデータ
（構造化・半構造化データ）

AIモデル
（イメージ）

生産品情報

保全記録

現場データをAI化する

⚫ AI化されていない現場データは、いまだ多く存在する。こうしたデータを元にしたAIは競争力を持つ。

29



⚫ 生成AIについて、エンジニアリング能力の向上を図るとともに、専門データの確保やユースケースを踏まえ
た付加価値を創出し、社会実装を目指すプログラム。2024年2月から実施。

GENIAC ～Generative AI Accelerator Challenge～

計算資源

0
1

生成AIのコア技術である基盤モ
デルを開発する上で必要な計算
資源の調達を支援する。

データ

0
2

ユーザーなどデータ保有者との
連携を促進し、データの利活用
を支援する。

ナレッジ

0
3

イベント等を通じて国内外の開
発者同士や様々な関係者との交
流を支援する。

GENIACサイト：
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/geniac/index.html
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GENIACコミュニティ

金融機関、投資会社、CVC計算資源提供者

ユーザー企業

アプリケーション開発企業

エンタメ・教育

インフラ・運輸

消費財・小売・流通・金融

素材・化学・医薬品

製造業

基盤モデル開発者

データスペース
構築者
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コミュニティの運営

開発者同士の勉強会 開発者×ユーザーのマッチングイベント ユーザー同士の勉強会
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⚫ 下記テーマにおける具体的なニーズに基づき開発・検証・申請された生成AIアプリケーションについて、審
査を行い、成果に応じた懸賞金を授与する。

⚫ 様々な地域や業種における幅広い事業者の参画を促し、生成AIの開発・社会実装を促進する。

生成AIアプリの懸賞金コンテスト

テーマ

官公庁等における審査業務等の効率化に資する生成AI開発
⚫ 特許審査業務をモデルとし、情報探索等を効率化するAIを開発、

その性能を審査
官

安全性

生成AIの安全性確保に向けたリスク探索及びリスク低減技術の開発
⚫ AIのリスクや対応策をセットで提案、評価手法の妥当性や波及効果を審査

民

国産基盤モデル等を活用した社会課題解決AIエージェント開発
（Ⅰ. 製造業の暗黙知の形式知化／Ⅱ. カスタマーサポートの生産性向上）

⚫ ユーザーが主体となり申請（AI開発者やSIerと組んだ申請も可能）、
ユーザーの変革につながる検証成果を審査

懸賞金総額

3.5億円

2.1億円

2.2億円

スケジュール

GENIAC-PRIZEサイト：https://geniac-prize.nedo.go.jp/

• 9月末：エントリー〆
• ～12月末：エントリー企業の応募〆
• 来年1月～3月末：審査

• 12月上旬：応募〆
• 来年1月～3月末：審査

• 7月末：トライアル審査応募〆
• 10月9日：トライアル審査結果公表
• 12月下旬：応募〆（※トライアル

審査申請企業以外も応募可能）
• 来年1月～3月末：審査
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⚫ エントリー総数は141件（製造業67件、カスタマーサポート74件）。

【社会課題領域】エントリー状況

関東 71件

東京都 13件
神奈川県 ２件
埼玉県 ２件
千葉県 １件
茨城県 １件

九州・沖縄 16件

福岡県 13件
長崎県 1件
熊本県 1件
宮崎県 1件

北海道・東北 6件

北海道 2件
宮城県 2件
福島県 2件

近畿 28件

大阪府 15件
京都府 5件
兵庫県 4件
滋賀県 2件
三重県 2件

北陸・甲信越 5件

石川県 1件
富山県 3件
新潟県 1件

中部 12件

愛知県 10件
静岡県 2件

中国・四国 3件

広島県 2件
岡山県 1件

34



【社会課題領域】製造業のユースケース

調査・知識統合
研究開発

企画・設計・
エンジニアリング

製造・施工 保全・運用・
トラブル対応

検査・品質・見
積

生産管理・
受発注管理

1 765432

• 研究者が過去
の文書から関
連情報を抽出

• 特許から情報
抽出

• 過去事例調査

5件 18件 29件 4件 4件 3件 3件応募件数

生成の
具体例

• 自律的なモー
タ設計システ
ム

• 技術と課題の
マッチングシ
ステム

• ラダー図の生
成

• デザインイ
メージの生成

• 現場で確認
すべき点の
提案

• 商品状態の
確認

• 材料投入タ
イミング

• 工場の人員配
置案の生成

• 間接材購買プ
ロセスの効率
化提示

• 塗装材料の見
積もり算出

• 検査ポイント
画像の生成

• 検査動画を形
式知化し品質
について示唆
だし

• 復旧作業のサ
ポート

• トラブル時の原
因特定

• カスタマイ
ズの成功パ
ターン

• 会議参加者
の感情分析
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顧客対応・提案



✓全員、AI人材

✓全社、AI企業 へ

36


	スライド 0: DX推進・AI利活用による企業価値向上に向けて
	スライド 1: DX（デジタルトランスフォーメーション）とは何か
	スライド 2: DXに取り組む企業は着実に増加している
	スライド 3: DXの取組成果が出ていない
	スライド 4: DXの成果が出ている企業は 経営者・IT部門・業務部門が協調できている
	スライド 5: DXに取り組む中小企業は企業価値を高めている
	スライド 6: 企業のDX推進施策の全体像
	スライド 7: デジタルガバナンス・コード3.0の全体像　　
	スライド 8: DX推進指標
	スライド 9: DX認定制度
	スライド 10: DX銘柄
	スライド 11: DXセレクション
	スライド 12: 「DX銘柄2026」「DXセレクション2026」について
	スライド 13: DX支援ガイダンス
	スライド 14: 支援機関を通じたDX推進の重要性
	スライド 15: DX支援機関として期待されるプレイヤー
	スライド 16: DX支援はどのように行うのか
	スライド 17: 支援機関同士の連携の重要性
	スライド 18: デジタル田園都市国家構想：デジタル人材の育成目標
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21: デジタル人材育成・DX推進プラットフォーム（仮称）
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30: GENIAC ～Generative AI Accelerator Challenge～
	スライド 31: GENIACコミュニティ
	スライド 32: コミュニティの運営
	スライド 33: 生成AIアプリの懸賞金コンテスト
	スライド 34: 【社会課題領域】エントリー状況
	スライド 35: 【社会課題領域】製造業のユースケース
	スライド 36

